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税務訴訟資料 第２５８号－２０１（順号１１０５９） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税更正処分取消請求事件 

国側当事者・国（徳島税務署長） 

平成２０年１０月２４日認容・確定 

 

判 示 事 項  

(1) 被相続人と訴外Ａ（納税者Ｘが代表取締役をつとめる同族会社である訴外Ｂ社の総務部長）との

間で本件株式をＡに売り渡す旨の本件売買契約が締結された事実が認められるところ、本件株式は、

本件売買契約締結当時、既に本件海外信託会社へ信託されていたのであるから、本件売買契約が締結

された時点で被相続人からＡに移転したのは、本件信託受益権のみということになるが、Ａは、本件

売買契約の売買代金を被相続人に支払っており、また、本件信託契約は本件相続より前に解約された

のであるから、本件株式の所有権は、本件売買契約の効果として、本件相続より前に、本件信託契約

が解約された時点で完全にＡに移転したというべきであるとされた事例 

(2) 本件株式は議決権のある株式であったことが認められるところ、本件売買契約書には、本件株式

の議決権について何ら記載がなく、本件売買契約によって、本件株式の議決権もＡに移転したと解す

るのが相当であり、一般的に、ある者が議決権を行使しなかったからといって、議決権がその者に帰

属していなかったということはできないから、本件において、ＡにはＢ社の経営に参与する権利がな

かったということはできないとされた事例 

(3) 本件株式の収益受益権は、本件信託契約に基づき、Ｃ県共同募金会に帰属するものとされていた

のであるから、本件信託契約が解約されるまでの間については、Ａが配当を受けなかったことは当然

であり、また、その後、ＡがＢ社持株会に本件株式を売却するまでの間については、Ｂ社の全株式に

ついて配当がなかったのであって、Ａのみが配当を受けなかったというわけではなく、Ａは本件株式

を買い受けるに当り配当を期待していたことが認められることからすると、Ａには本件株式による配

当を受ける権利がなかったということはできないとされた事例 

(4) Ａは本件売買契約を締結すると同時に、被相続人及びＢ社との間で本件覚書を取り交わすととも

に、Ｂ社との間で本件売買予約契約を締結し、被相続人及びＢ社に対し、①本件株式をＢ社持株会等

以外には売却しないこと及び本件株式に質権その他の権利の設定をしないこと、②ＡがＢ社を退社し

たとき、Ｂ社持株会若しくはＢ社が本件株式の売渡しを求めたとき、又はＡが死亡したときは、Ｂ社

持株会等に対して６５２万円で本件株式を売り渡すことなどを約し、実際にもＡが本件株式をＢ社持

株会に６５２万円で売却した事実が認められるが、Ａにおいて、Ｂ社持株会等以外の者に対し、本件

株式を６５２万円を上回る価格で売却することが不可能であったわけではなく、また、本件覚書及び

本件売買予約によってＡが上記のような制限を受けることとされたのは、同族会社であるＢ社におい

て、被相続人及び納税者らの親族ではないＡが本件株式を所有することにより、Ａがさらに第三者に

本件株式を譲渡することを防ぐ目的でされたとも解し得るものであるとされた事例 

(5) Ｂ社がＡに対して本件借入れへの担保提供を行い役職手当を支給している事実から、Ａは自己の

計算において買主としての義務を履行していないとする課税庁の主張が、当該役職手当はＢ社が当時

目指していた円滑な事業承継を実現するために力を尽くしたＡの働きに報いるために支給され、当該

担保提供も円滑な事業承継の実現という目的のために行われたものであると認めるのが相当であり、

円滑な事業承継の実現という目的の重要性を考慮すると、Ｂ社において、Ａに経済的な負担がかから
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ないように配慮することは合理的であるということができ、少なくとも、Ｂ社がそのような配慮をし

たからといって、Ａが本件売買契約によって本件株式の所有権を取得したことを否定する根拠にはな

らないというべきであるとして排斥された事例 

(6) 被相続人、納税者Ｘ及びＸの二男Ｙは、本件売買契約締結当時、最終的にはＡがＢ社持株会等に

本件株式を譲渡し、Ｂ社持株会等が本件株式を所有することによる円滑な事業承継を図ろうと考えて

いたことが認められることから当事者の真意は本件株式の所有権を最終的にＡに移転することには

なかったとする課税庁の主張が、Ａが本件売買契約によって本件株式の所有権を取得した上で、後に

設立されるＢ社持株会等に本件株式を売却することによっても、Ｂ社持株会等が本件株式を所有する

ことによる事業承継の実現は可能であるから、必ずしも、Ａが本件売買契約によって一度は本件株式

の所有権を取得したことを否定する根拠にはならないとして排斥された事例 

(7) 調査報告書には、Ａが本件売買契約における独立した買主として本件株式の所有権を取得したこ

とを否定する趣旨の記載部分があるところ、これらの証拠は、課税庁の職員が、Ａ及び納税者Ｘから

聞き取った内容に基づいて作成しているもので、供述者であるＡ及び納税者Ｘが、内容の正確性につ

いて確認したわけではないことから、特に本件訴訟において納税者らが争っている事項については、

高い信用性を認めることはできず、被相続人とＡとの間で本件売買契約が締結された事実を左右する

には足りないとされた事例 

(8) 本件株式を最終的にはＢ社持株会等に所有させることにするという事業承継の方法をＢ社が選択

するに当たっては、本件相続に係る相続税の金額を低く抑えようとする意図があったことが認められ

るが、そのこと自体はＡが本件株式の所有権を取得したという事実と両立し得るものであり、被相続

人とＡとの間で本件売買契約が締結された事実を左右するものではないとされた事例 

判 決 要 旨  

(1)～(8) 省略 

 

判 決 

原告         甲 

原告         乙 

原告         丙 

原告         丁 

原告         戊 

上記５名訴訟代理人弁護士 品川 芳宣 

           間瀬 まゆ子 

上記５名補佐人税理士 正城 啓巳 

           三好 貴志男 

被告         国 

代表者法務大臣    森 英介 

処分行政庁      徳島税務署長 

           西山 俊博 

指定代理人      中野 康典 

           板垣 浩 

           岡田 知美 
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           松澤 悟 

           浪越 吉則 

           池見 融 

           河野 康 

 

主 文 

１ 徳島税務署長が原告甲に対して平成１７年５月１２日付けでした、同１４年７月２７日

相続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格２億３６４８万２０００円、納付すべ

き税額５２４２万８８００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

２ 徳島税務署長が原告乙に対して平成１７年５月１２日付けでした、同１４年７月２７日

相続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格１億６０７８万２０００円、納付すべ

き税額３５６３万４８００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

３ 徳島税務署長が原告丙に対して平成１７年５月１２日付けでした、同１４年７月２７日

相続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格８４３７万５０００円、納付すべき税

額１８６９万６７００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

４ 徳島税務署長が原告丁に対して平成１７年５月１２日付けでした、同１４年７月２７日

相続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格８４３７万５０００円、納付すべき税

額１８６９万６７００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

５ 徳島税務署長が原告戊に対して平成１７年５月１２日付けでした、同１４年７月２７日

相続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格８４３７万５０００円、納付すべき税

額１８６９万６７００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

６ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

 本件は、相続人である原告らが、被相続人がもと所有していた株式が相続財産に含まれ

ないことを前提に相続税の申告をしたところ、処分行政庁から、同株式が相続財産に含ま

れることを前提とする相続税の更正処分及び重加算税又は過少申告加算税の各賦課決定

処分を受けたため、同株式は相続開始前に既に第三者に譲渡されていたので相続財産には

含まれないと主張して、上記各処分の取消しを求める事案である。 

１ 前提事実 

 本件における前提となる事実は、次のとおりである。証拠により容易に認めることが

できる事実等はその旨付記しており、それ以外の事実は当事者間に争いがない。 

(1) 当事者等 

ア 原告らは、いずれも、Ａ（平成１４年７月２７日死亡。以下「Ａ」という。）の

子である。 

イ Ａは、パチンコ店その他遊技場の経営、飲食店の経営等を業とする会社であるＣ

株式会社（以下「Ｃ」という。なお、Ｃの商号は、平成１９年１０月１日、「Ｃ株
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式会社」に変更された。）の創業者Ｄの妻である。（甲２５、乙２６、弁論の全趣旨） 

ウ 原告甲（以下「原告甲」という。）は、Ａの長男である。原告甲は、Ａが前記ア

のとおり平成１４年７月２７日に死亡した当時、Ｃの代表取締役であった。（弁論

の全趣旨） 

エ Ｅ（以下「Ｅ」という。）は、原告甲の二男である。Ｅは、Ｆ銀行及びＧ研究所

に勤務していたが、平成１３年４月にＣに入社し、同１９年８月にＣの代表取締役

に就任した。（甲２５、証人Ｅ） 

オ Ｈ（以下「Ｈ」という。）は、Ｃの総務部長であり、税理士資格を有している（甲

２５、弁論の全趣旨）。 

(2) ＡによるＣの株式の信託 

 Ａは、Ｃの株式１万３０４０株（以下「本件株式」という。）を所有していたとこ

ろ、平成６年１２月１３日付けで、本件株式及び利付国債額面５０００万円につき、

委託者をＡ、受託者をＩ（以下「本件海外信託会社」という。）、信託期間を５０年又

は本件海外信託会社が信託期間満了を宣言することが可能な日までとする信託契約

（以下「本件信託契約」という。）を締結した。本件信託契約においては、収益受益

権はＪに、元本受益権はＡに、それぞれ帰属することとされた。（乙５） 

(3) 平成１３年６月２１日付けの契約書等の作成 

ア Ａ及びＨは、本件株式について、平成１３年６月２１日付けで、Ａを売主とし、

Ｈを買主とする売買契約書（以下「本件売買契約書」といい、本件売買契約書に基

づく契約を「本件売買契約」という。）を作成した。本件売買契約書には要旨次の

内容の記載がある。（甲２） 

(ア) 売買物件は、本件株式（本件株式は、本日現在信託に供されているが、本件

株式についてＡが有する信託に係る元本受益権その他すべての権利（以下「本件

信託受益権」という。））である。 

(イ) できるだけ速やかに本件株式に係る信託期間が満了するように、Ａ及びＨは

協力して、本件海外信託会社と信託期間満了のための交渉を行うものとする。 

(ウ) 前記(ア)の売買物件に対する権利の制限又は瑕疵及び同売買物件の所有権

移転に対する制限又は瑕疵にかかわらずに、本日をもって同売買物件の所有権は

ＡよりＨに移転するものとする。 

(エ) 売買価額の総額は、６５２万円とする。 

(オ) 売買代金の支払方法及び支払期日については、別途協議するものとする。 

イ Ａ、Ｈ及びＣは、平成１３年６月２１日付けで、本件売買契約に関して、覚書（以

下「本件覚書」という。）を作成した。本件覚書には要旨次の内容の記載がある。

なお、本件覚書には、契約当事者としてＣ持株会の名が記載されているものの、上

記作成日付の時点においてＣ持株会は設立されていなかったので、Ｃ持株会又はそ

の代表者等の記名押印はない。（甲６） 

(ア) Ｈは、Ａから譲り受けた前記ア(ア)の売買物件をＣ持株会若しくはＣ又はＣ

持株会若しくはＣが指定する者（以下、併せて「Ｃ持株会等」という。）以外に

は譲渡をしないものとする。また、Ｈは、Ｈ又は第三者のために、同売買物件に

対して、質権設定、担保権設定その他いかなる権利の設定もしないものとし、ま
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た、Ｃ持株会又はＣ以外の者に同売買物件を引き渡さないものとする。 

(イ) ＨがＣを退社したとき、Ｃ持株会若しくはＣがＨに対して前記ア(ア)の売買

物件の売渡しを求めたとき、又はＨが死亡したときは、後記ウの売買予約契約書

に従い、ＨからＣ持株会又はＣへ同売買物件の譲渡が行われる。ただし、Ｃ持株

会及びＣは、自分以外の者を同売買物件の譲受人として指名できるものとする。 

(ウ) Ｃ持株会は現在設立中であり、設立後のＣ持株会に本契約は引き継がれるも

のとする。 

ウ Ｈ及びＣは、平成１３年６月２１日付けで、Ｈを売主とし、Ｃ持株会又はＣを買

主とする売買予約契約書（以下「本件売買予約契約書」といい、本件売買予約契約

書に基づく契約を「本件売買予約契約」という。）を作成した。本件売買予約契約

書には要旨次の内容の記載がある。なお、本件売買予約契約書にも、契約当事者と

してＣ持株会の名が記載されているが、上記作成日付の時点においてＣ持株会は設

立されていなかったので、Ｃ持株会又はその代表者等の記名押印はない。（甲７） 

(ア) 本件売買予約契約は、Ｈが前記ア(ア)の売買物件を取得した日以後において、

ＨがＣを退社した時、Ｃ持株会若しくはＣがＨに対して同売買物件の売渡しを求

めた時、又はＨが死亡した時にその効力が発生するものとする。 

(イ) Ｃ持株会及びＣは、前記ア(ア)の売買物件の買主としてＣ持株会又はＣ以外

の者を指定できる。 

(ウ) 前記ア(ア)の売買物件に対する権利の制限又は瑕疵及び所有権移転に対す

る制限又は瑕疵にかかわらずに、前記(ア)に定める本件売買予約契約の効力発生

日をもって、同売買物件の所有権はＨよりＣ持株会等に移転するものとする。 

(エ) 売買価額の総額は、６５２万円とする。 

(オ) Ｃ持株会は現在設立中であり、設立後のＣ持株会に、本件売買予約契約は引

き継がれるものとする。 

エ 平成１３年６月２１日時点におけるＣの株主は、Ａ、原告乙を除く原告ら、Ｋ及

びＬ株式会社（Ｃの関連会社であり、代表取締役は原告甲）であった。（乙２４） 

(4) Ｈによる借入れ及び支払等 

ア Ｈは、平成１３年６月２９日、資金使途をＣの会長（Ａを指す。）所有株式購入

資金として、Ｍ銀行から６５２万円を次のとおり借り入れた（以下「本件借入れ」

という。）。（乙８） 

(ア) 利息年 ２．８７５％（年３６５日の日割計算） 

(イ) 損害金年 １４％（年３６５日の日割計算） 

(ウ) 最終返済期限 平成１８年７月１８日 

(エ) 返済方法 平成１３年７月１８日から毎月１８日に元利均等返済とし、各月

の返済は、Ｍ銀行徳島支店のＨ名義の普通預金口座（口座番号       。

以下「Ｈ口座」という。）から当該返済額を引き落とすことによって行う。 

イ Ｃは、平成１３年６月２９日、Ｍ銀行に対し、Ｈの本件借入れの担保として、同

銀行に対して有する元金７００万円の定期預金に質権を設定した。（乙１５） 

ウ Ｈは、平成１３年６月２９日、本件借入れによる６５２万円がＨ口座に入金され

た後、これをＢ銀行徳島営業部のＡ名義の普通預金口座（口座番号       ）
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に振込送金して支払った。（乙９の１及び２、１０、１１） 

エ Ｈ口座からは、本件借入れの返済として、平成１３年７月１８日に１１万４７７

４円が、同年８月以降の毎月１８日ころに各１１万４７５７円が、それぞれ引き落

とされていたが、Ｈは、後記(7)ウのとおり６５２万円の支払を受けた後、同１５

年５月１日、４２７万７７１１円をＭ銀行に支払い、本件借入れを完済した。（乙

９の１及び２） 

(5) 本件信託契約の解約 

 本件信託契約は、平成１４年６月２１日までに解約された。（甲５、弁論の全趣旨） 

(6) Ａの死亡及び原告らの相続 

ア Ａは平成１４年７月２７日に死亡し、Ａの子である原告らがＡを相続した（以下

「本件相続」という。）。 

イ 原告らは、平成１４年１１月２６日、本件相続に係る遺産分割協議を成立させ、

原告丙、同丁及び同戊がＣの退職金のうち９０００万円ずつを取得し、原告乙が徳

島市７－１、同７－４及び同７－５（予定地番）の宅地、同市所在の家屋並びにＣ

の退職金のうち７０００万円を取得し、原告甲が上記以外の遺産全部及び後日判明

した遺産全部を取得することとなった。（乙２） 

(7) Ｃ持株会の設立 

ア 平成１５年１月１５日、Ｃ従業員持株会設立発起人会が開催され、Ｃ従業員持株

会（以下「Ｃ持株会」という。）が設立され、理事としてＨほか１名が選出された。

そして、Ｈは、同日開催されたＣ持株会の理事会において、その理事長に選任され

た。（乙６、７） 

イ Ｈは、平成１５年２月１７日付けで、本件株式を６５２万円（１株当たりの売却

価額は額面である５００円）で自らが理事長を務めるＣ持株会に譲渡する旨の記載

のある売買契約書を作成した。（甲８） 

ウ Ｃ持株会は、平成１５年４月２５日、Ｈに対し、前記イの売買代金６５２万円を

支払った。（乙９の１） 

(8) 本件相続に係る相続税の課税の経緯 

ア 原告らは、平成１５年５月２６日、本件相続に係る相続税申告書を徳島税務署長

に提出し、別紙「課税経過」の「申告」欄記載のとおり相続税の申告（以下「本件

相続税申告」という。）をした。 

 これに対し、徳島税務署長は、別紙「課税経過」の「更正処分等」欄記載のとお

り、平成１７年５月１２日付けで、原告らに対して各更正処分（以下「本件各更正

処分」という。）を、原告甲に対して重加算税賦課決定処分（以下「本件重加算税

賦課決定処分」という。）を、その余の原告らに対して各過少申告加算税賦課決定

処分（以下「本件各過少申告加算税賦課決定処分」といい、本件各更正処分及び本

件重加算税賦課決定処分と併せて「本件各処分」という。）を、それぞれ行った。 

 原告らは、本件各処分を不服として、平成１７年７月５日、高松国税局長に対し

て異議申立てをしたが、同局長は、同年９月２７日付けで、上記各異議申立てをい

ずれも棄却する旨の決定をした。 

 原告らは、平成１７年１０月２５日、国税不服審判所長に対し、本件各処分の取
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消しを求めて審査請求をしたが、同所長は、同１８年７月７日付けで、上記各審査

請求をいずれも棄却する旨の裁決をした。 

イ 原告らは、本件株式が相続財産に含まれないものとして、本件相続税申告をした。

これに対し、本件各更正処分においては、本件株式が相続財産に含まれるものとさ

れ、それに伴い、前記(4)ウのとおりＡに支払われた６５２万円については、Ａが

負担すべき債務（預り金）として計上された。相続財産のとらえ方については、上

記の点を除き、本件相続税申告と本件各更正処分との間で差異はない。（乙１、弁

論の全趣旨） 

(9) 本件訴訟の提起 

 原告らは、平成１８年１２月２５日、本件訴訟を提起した。（当裁判所に顕著な事

実） 

２ 争点 

 本件の争点は、①本件株式が相続財産に含まれるか否か、②本件株式の価額はいくら

か、③本件重加算税賦課決定処分が適法か否かである。 

３ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 争点①（本件株式が相続財産に含まれるか否か）について 

ア 原告らの主張 

(ア) Ａは、平成１３年６月２１日、Ｈとの間で本件売買契約を締結し、Ｈに対し、

本件株式を代金６５２万円で売却した。 

 したがって、本件相続が開始した時点において、本件株式の所有権は既にＨに

移転していたのであるから、本件株式は相続財産には含まれない。 

(イ) 仮に、被告の後記イ(イ)の主張が認められたとしても、課税当局は、農地法

上の許可を停止条件とする農地の売買契約のように、停止条件付きの契約であっ

ても、経済的な実態が解除条件付きの契約といえるような場合には、同条件が成

就していなくても、条件成就時ではなく引渡時を基準として、法人税における益

金を把握する取扱いをしているのであるから、本件においても、本件株式が引き

渡された、本件相続が開始する前の時点で、本件株式の所有権は買主に移転して

いたと解すべきである。したがって、本件株式は相続財産には含まれない。 

イ 被告の主張 

(ア) Ａが平成１３年６月２１日にＨに対して本件株式を売却した事実は否認す

る。 

(イ) 平成１３年６月２１日に作成された本件売買契約書、本件覚書及び本件売買

予約契約書に基づく一連の取引行為（以下「本件一連取引行為」という。）は不

可分一体のものとして扱うべきであるところ、本件一連取引行為は、①Ｈは、Ｃ

の経営に参与する権利も、Ｃから配当を受ける権利もなく、本件株式を投資の対

象とすることもできなかったこと、②Ｈは、自己の計算において買主としての義

務を履行していないこと、③当事者の真意は本件株式の所有権を終局的にＨに移

転することにはなかったことなど、その経済的実体や取引当事者の真の意図を考

慮すれば、売主をＡ、買主を設立が予定されていたＣ持株会として、その設立を

停止条件として、Ｃ持株会に本件株式の所有権を移転させる売買契約であるとい



8 

うべきであり、ＡとＨ個人との関係については、Ｃ持株会が設立されるまでの間、

Ｈにおいて本件株式を一時的に保管するという意図があったものであるから、寄

託契約に当たる。 

 したがって、本件株式は、本件相続が開始した時点において、Ｃ持株会が設立

されていなかった以上、Ａに帰属するものであるから、相続財産に含まれる。 

 なお、原告らの前記ア(イ)の主張は、法人税法における収益の帰属時期に関す

る取扱いを根拠に、相続税法における財産の帰属を判断しようとするものである

が、原告らが根拠とする取扱いは、長期にわたって農地の譲渡に係る収益を繰り

延べることを許さないためのものであり、財産の帰属について判断する場合とは

考え方を異にするものであるから、本件に当てはめることはできない。 

(ウ) 仮に前記(イ)の主張が認められないとしても、本件一連取引行為は、表面的

には、本件売買契約によりＨに本件株式の所有権を移転させたものであるが、そ

の経済的目的は、将来Ｃ持株会に本件株式の所有権を移転するために、Ａの財産

から本件株式を逸出させるところにあったものであるから、委託者をＡとし、受

託者をＨとする、本件株式のＣ持株会への譲渡を目的とした信託類似の契約とい

うべきである。 

 前記信託類似の契約により、Ｈは本件株式の所有権及び配当を受けるという収

益受益権を取得したことになるが、Ｈには本件株式を取得額と同額でＣ持株会等

に譲渡することしか認められていなかったことからすれば、元本受益権について

はなお委託者たるＡに帰属し、その元本受益権が相続財産を構成する。 

(2) 争点②（本件株式の価額はいくらか）について 

ア 被告の主張 

(ア) 本件株式は、原告甲が本件相続により取得したものであり、財産評価基本通

達（昭和３９年４月２５日付け直資５６、直（審）１７による国税庁長官通達。

ただし、平成１５年５月１５日付け課資２－６ほかによる改正前のもの。以下「評

価通達」という。）１８８に定める同族株主以外の株主等が取得した株式に当た

らず、また、本件株式の発行会社であるＣは、評価通達１７８にいう大会社に該

当し、かつ、評価通達１８９(1)ないし(4)に掲げる特定の評価会社に当たらない

ことから、本件株式は、評価通達１７９及び１８０の定めにより、類似業種比準

方式（株価構成要素のうち基本的かつ直接的なもので計数化可能な１株当たりの

配当金額、年利益金額及び純資産価額の３要素につき、評価会社におけるそれら

の数値と、当該会社と事業内容が類似する業種目に属する上場会社のそれらの数

値の平均値とを比較の上、上場会社の株価に比準して評価会社の１株当たりの価

額を算定する方法）によって評価することとなる。同方式による本件株式の価額

の算出過程は別表のとおりである。 

 したがって、本件株式の１株当たりの評価額は９万１８８２円となり、本件株

式の価額は、これに株数である１万３０４０株を乗じて算出した１１億９８１４

万１２８０円である。 

(イ) 前記(ア)の価額は、前記(1)イ(ウ)の場合でも変わらない。なぜなら、評価

通達２０２は、「信託の利益を受ける権利の評価は、次に掲げる区分に従い、そ
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れぞれ次に掲げるところによる。」とした上で、①元本と収益の受益者が同一人

である場合には、「この通達に定めるところにより評価した課税時期における信

託財産の評価によって評価する。」、②元本と収益との受益者が元本及び収益の一

部を受ける場合には、「この通達に定めるところにより評価した課税時期におけ

る信託財産の価額にその受益割合を乗じて計算した価額によって評価する。」、③

元本の受益者と収益の受益者とが異なる場合においては、「イ 元本を受益する

場合は、この通達に定めるところにより評価した課税時期における信託財産の価

額から、ロにより評価した収益受益者に帰属する信託の利益を受ける権利の価額

を控除した価額」とし、ロの額については、「収益を受益する場合は、課税時期

の現況において推算した受益者が将来受けるべき利益の価額ごとに課税時期か

らそれぞれの受益の時期までの期間に応ずる基準年利率による複利現価率を乗

じて計算した金額の合計額」と規定しており、本件の場合は上記③が当てはまる

ところ、Ｈは、本件売買契約の後、本件株式をＣ持株会に譲渡するまでの間、本

件株式の配当を受けていないので、上記ロの規定による控除の必要はないからで

ある。 

イ 原告らの主張 

(ア) 仮に、被告において前記(1)イ(イ)のとおり主張するように、本件一連取引

行為が、売主をＡ、買主を設立が予定されていたＣ持株会として、その設立を停

止条件として、Ｃ持株会に本件株式の所有権を移転させる売買契約であり、その

ため本件株式が相続財産に含まれることになるとしても、その価額は、評価通達

に基づいて算出すべきではない。 

(イ) 被告の前記(1)イ(イ)の主張は、少なくとも、ＡとＣ持株会との間の売買契

約が私法上有効に成立していることを認めるものであるから、本件株式は、他の

相続財産とは異なり、売買契約途上の財産という特別の性質を有するものとして、

上記のとおり私法上有効に成立している売買契約における６５２万円（１株当た

り５００円）という売買価格によって評価すべきである。 

 したがって、本件株式の価額は６５２万円である。 

(3) 争点③（本件重加算税賦課決定処分が適法か否か）について 

ア 被告の主張 

(ア) 重加算税を課すためには、納税者のした過少申告行為そのものが隠ぺい又は

仮装に当たるというだけでは足りず、過少申告そのものとは別に、隠ぺい又は仮

装と評価すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がされたことを要するが、

架空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な行為が存在したことまで必要である

と解するのは相当でなく、納税者が、当初から所得を過少に申告することを意図

し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づく

過少申告をしたような場合には、重加算税の賦課要件が満たされる。 

 そして、これを相続税についてみると、相続人又は受遺者が積極的に隠ぺい又

は仮装の行為に及ぶ場合に限らず、被相続人又はその他の者の行為により、相続

財産の一部等が隠ぺいされ、又は仮装された状態にあり、相続人又は受遺者がそ

の状態を利用して、脱税の意図の下に、隠ぺいされ、又は仮装された相続財産の
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一部等を除外する等した内容虚偽の相続税の申告書を提出した場合をも含む。 

(イ) 前記(1)イのとおり、本件株式はＡに帰属する財産であり、本件相続に係る

相続財産に含まれるところ、原告甲は、Ａが死亡した場合の相続人らの相続税負

担を回避することを目的として、Ｈと共に、実体と異なる本件売買契約書の作成

に主導的に関与し、本件売買契約書によって作出された本件株式の所有権又は本

件信託受益権がＡの生前にＨに譲渡されたとの外形によって、本件株式がＡの遺

産であることを確知しにくい状態、すなわち隠ぺいされた状態にあることを利用

して、相続税を免れる確定的な意図の下に、本件株式を本件相続に係る相続税の

課税財産から除いた内容虚偽の本件相続税申告書を提出した。 

 したがって、このような原告甲の行為は、単なる過少申告にとどまるものでは

なく、国税通則法６８条１項に規定する「事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は

仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していた

とき」に該当するから、本件重加算税賦課決定処分は適法である。 

イ 原告らの主張 

 被告は、本件売買契約が、「事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装」したこ

とによるものであるとするが、被告は、原告甲において隠ぺいし、又は仮装したと

いう真実の法律関係について、異議手続から本件訴訟に至るまでの間に主張を二転

三転させ、かつ、本件訴訟においても複数のものを提示するなどしているところ、

これは、隠ぺい又は仮装の事実認定があいまいなものであることの証左というべき

であるし、また、被告の主張は、納税者が行う節税行為を殊更に悪意をもって評価

し、本件重加算税賦課決定処分の根拠としようとするものであり、不当である。 

 したがって、仮に本件各更正処分が適法であるとしても、本件重加算税賦課決定

処分は、固有の違法性を有する。 

第３ 争点に対する判断 

１ 争点①（本件株式が相続財産に含まれるか否か）について 

(1) 前記第２の１(3)アの事実（本件売買契約書の記載内容）によれば、平成１３年６

月２１日、Ａにおいて本件株式を６５２万円でＨに売り渡す旨の意思表示をし、Ｈに

おいて本件株式を同額でＡから買い受ける旨の意思表示をし、これらの意思表示が合

致した事実、すなわち、ＡとＨとの間で本件売買契約が締結された事実が認められる。 

 もっとも、本件株式は、本件売買契約締結当時、既に本件海外信託会社に信託され

ていたのであるから、本件売買契約が締結された時点でＡからＨに移転したのは、本

件信託受益権のみということになるところ、本件売買契約書において、売買物件が本

件信託受益権であるとも記載されている（前記第２の１(3)ｱ(ｱ))のは､そのことが注

意的に示されたものと解するのが相当である｡ 

 そして、前記第２の１(4)ウのとおり、Ｈは、平成１３年６月２９日に本件売買契

約の売買代金６５２万円をＡに支払っており、また、同(5)のとおり、本件信託契約

は本件相続より前の平成１４年６月２１日までに解約されたのであるから、本件株式

の所有権は、本件売買契約の効果として、本件相続より前に、本件信託契約が解約さ

れた時点で完全にＨに移転したというべきである。 

 また、前記第２の１(3)ウの事実（本件売買予約契約書の記載内容）によれば、Ｈ

【判示(1)】 
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とＣとの間で平成１３年６月２１日に本件売買予約契約が締結された事実が認めら

れ、同(7)イによれば、Ｈは、同１５年２月１７日に本件株式をＣ持株会に６５２万

円で売却した事実が認められる。 

(2) 前記(1)の認定に対し、被告は、①Ｈは、Ｃの経営に参与する権利も、Ｃから配当

を受ける権利もなく、本件株式を投資の対象とすることもできなかったこと、②Ｈは、

自己の計算において買主としての義務を履行していないこと、③当事者の真意は本件

株式の所有権を終局的にＨに移転することにはなかったことなどの経済的実体や取

引当事者の真の意図があるとして、ＡとＨとの間で本件売買契約が締結されたことを

否認し、本件一連取引行為について、主位的に、売主をＡ、買主を設立が予定されて

いたＣ持株会として、その設立を停止条件として、Ｃ持株会に本件株式の所有権を移

転させる売買契約であるというべきであり、ＡとＨ個人との関係については、Ｃ持株

会が設立されるまでの間、Ｈにおいて本件株式を一時的に保管するという意図があっ

たものであるから、寄託契約に当たると主張し、予備的に、委託者をＡとし、受託者

をＨとする、本件株式のＣ持株会への譲渡を目的とした信託類似の契約であると主張

するので、以下検討する。 

ア Ｈは、Ｃの経営に参与する権利も、Ｃから配当を受ける権利もなく、本件株式を

投資の対象とすることもできなかったとの主張について 

(ア) まず、弁論の全趣旨によれば、本件株式は議決権のある株式であったことが

認められるところ、甲２によれば、本件売買契約書には、本件株式の議決につい

て何ら記載がないことが認められるから、本件売買契約によって、本件株式の議

決権もＨに移転したと解するのが相当である。確かに、Ｈは、Ｃの従業員（総務

部長）であるから、代表取締役としてＣの経営を掌握していた原告甲の意に反し

て独自の立場から議決権を行使することが困難な立場にあったと考えられ、弁論

の全趣旨によれば、実際にも、Ｈにおいて、独自の立場から本件株式の議決権を

行使することはなかったことが認められる。しかし、一般的に、ある者が議決権

を行使しなかったからといって、議決権がその者に帰属していなかったというこ

とはできないし、証人Ｅによれば、本件売買契約当時、既にＣの経営に携わって

いたＥは、Ｈが本件株式の議決権を独自の立場から行使することを全く心配して

いなかったわけではないこと、ただそれも株式会社を経営するに当たって考えら

れる範囲内の出来事であると考えていたことが認められるのであるから、本件に

おいて、ＨにはＣの経営に参与する権利がなかったということはできない。 

(イ) 次に、Ｈは、本件売買契約を締結してから本件株式をＣ持株会に売却するま

での間に、本件株式による配当を受けたことはなかったことが認められる。しか

し、前記第２の１(2)のとおり、本件株式の収益受益権は、本件信託契約に基づ

き、Ｊに帰属するものとされていたのであるから、本件信託契約が解約されるま

での間については、Ｈが配当を受けなかったことは当然であり、また、その後、

ＨがＣ持株会に本件株式を売却するまでの間については、Ｃの全株式について配

当がなかったのであって、Ｈのみが配当を受けなかったというわけではない。そ

して、乙１３及び証人Ｅによれば、Ｈは、本件株式を買い受けるに当たり、配当

を期待していたことが認められる。以上によれば、Ｈにおいて、本件株式の優先

【判示(2)】 

【判示(3)】 
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株式への転換請求も、株主名簿の書換請求も行っていないことが弁論の全趣旨に

より認められることを考慮しても、Ｈには本件株式による配当を受ける権利がな

かったということはできないというべきである。 

(ウ) また、Ｈは、前記第２の１(3)イ及びウのとおり、本件売買契約を締結する

と同時に、Ａ及びＣとの間で本件覚書を取り交わすとともに、Ｃとの間で本件売

買予約契約を締結し、Ａ及びＣに対し、①本件株式をＣ持株会等以外には売却し

ないこと、及び本件株式に質権その他の権利の設定をしないこと、②ＨがＣを退

社したとき、Ｃ持株会若しくはＣが本件株式の売渡しを求めたとき、又はＨが死

亡したときは、Ｃ持株会等に対して６５２万円で本件株式を売り渡すことなどを

約したものである。確かに、前記(ア)において議決権について判示したのと同様

に、Ｃの従業員（総務部長）であるＨとしては、Ａ及びＣに対して上記のとおり

約束した以上、これを反故にすることが困難な立場であったと考えられ、実際に

も、平成１５年２月１７日にＣ持株会に対して本件株式を６５２万円で売却した

ものである。しかし、Ｈにおいて、Ｃ持株会等以外の者に対し、本件株式を６５

２万円を上回る価格で売却することが不可能であったわけではなく、証人Ｅによ

れば、Ｅも、Ｈが本件覚書及び本件売買予約契約に反する行動をする可能性を、

通常想定されるリスクとして考えていたことが認められる。また、本件覚書及び

本件売買予約契約によってＨが上記のような制限を受けることとされたのは、い

わゆる同族会社であるＣにおいて、Ａ及び原告らの親族ではないＨが本件株式を

所有することになったからこそ、Ｈが更に第三者に本件株式を譲渡することを防

ぐ目的でされたとも解し得るものである。 

イ Ｈは、自己の計算において買主としての義務を履行していないとの主張について 

 前記第２の１(4)イのとおり、Ｃは、Ｈが本件借入れをするに当たって元金７０

０万円定期預金を担保提供しており、また、甲９によれば、Ｃは、平成１３年６月

から同１５年３月までの間、Ｈに対し、役職手当として月額１８万５０００円を支

給していたことが認められるところ、被告が、「Ｈは、自己の計算において買主と

しての義務を履行していない」と主張するのは、上記の各事実を根拠とするもので

ある。 

 そこで検討するに、甲２５及び証人Ｅによれば、前記の月額１８万５０００円と

いう役職手当は、本件株式を購入するために本件借入れをし、その返済をしなけれ

ばならなくなったＨから要請を受け、原告甲及びＥにおいて、Ｃが当時目指してい

た円滑な事業承継（後記ウのとおり、最終的にはＣ持株会が本件株式を所有するこ

とによるもの）を実現するためにＨが力を尽くしたことから、そのようなＨの働き

に報いるために支給することにしたものであることが認められ、Ｃによる前記７０

０万円の定期預金の担保提供も、上記の円滑な事業承継の実現という目的のために

行われたものであると認めるのが相当である。そして、甲５、２５及び弁論の全趣

旨によれば、ここにいうＨの働きは、最終的にはＣ持株会に本件株式を所有させる

ために、自らが本件借入れまでして本件株式を買い受ける役割を果たしたことが主

たるものであったと認めるのが相当であるが、円滑な事業承継の実現という目的の

重要性を考慮すると、Ｃにおいて、Ｈに経済的な負担がかからないように配慮する

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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ことは合理的であるということができ、少なくとも、Ｃがそのような配慮をしたか

らといって、Ｈが本件売買契約によって本件株式の所有権を取得したことを否定す

る根拠にはならないというべきである。 

 なお、前記のとおり、役職手当の支給が行われていたのは平成１５年３月までで

あり、その時期は、Ｈが本件株式をＣ持株会に売却した直後であり、Ｃ持株会が売

買代金６５２万円をＨに支払い、Ｈが本件借入れを完済した直前ではあるものの、

甲２５及び証人Ｅによれば、これは、ちょうどそのころＣにおいて年俸制を導入し

たことによるものであることが認められ、この役職手当の支給関係によって、Ｈが

本件株式の所有権を取得したとの前記認定が左右されるものではない。 

ウ 当事者の真意は本件株式の所有権を終局的にＨに移転することにはなかったと

の主張について 

 証人Ｅ及び弁論の全趣旨によれば、Ａ、原告甲及びＥは、本件売買契約を締結し

た当時、最終的にはＨがＣ持株会等に本件株式を譲渡し、Ｃ持株会等が本件株式を

所有することにより、円滑な事業承継を図ろうと考えていたことが認められる。し

かし、このことは、必ずしも、Ｈが本件売買契約によって一度は本件株式の所有権

を取得したことを否定する根拠にはならない。Ｈが本件売買契約によって本件株式

の所有権を取得した上で、後に設立されるＣ持株会等に本件株式を売却することに

よっても、Ｃ持株会等が本件株式を所有することによる事業承継の実現は可能であ

るからである。 

エ その他の証拠及び事実について 

 乙１３及び乙１７には、Ｈが本件売買契約における独立した買主として本件株式

の所有権を取得したことを否定する趣旨の、被告の主張に沿う記載部分がある。し

かし、これらの証拠は、処分行政庁の職員が、Ｈ及び原告甲から聴き取った内容に

基づいて作成した調査報告書であるが、供述者であるＨ及び原告甲において、書面

の内容の正確性について確認したわけではないから、特に本件訴訟において原告ら

が争っている事項については、高い信用性を認めることはできないところ、上記各

証拠のこのような性質を踏まえれば、前記(1)の認定を左右するには足りないとい

うべきである。 

 また、証人Ｅによれば、本件株式を最終的にはＣ持株会等に所有させることにす

るという事業承継の方法をＣが選択するに当たっては、本件相続に係る相続税の金

額を低く抑えようとする意図があったことが認められるが、そのこと自体はＨが本

件株式の所有権を取得したという事実と両立し得るものであり、前記(1)の認定を

左右するものではない。 

オ まとめ 

 以上のとおり、被告の主張を検討しても前記(1)で認定した事実を左右するに足

りず、そのほか、同認定を左右するに足りる証拠はない。したがって、本件一連取

引行為が意味するところとして被告が掲げる各法律構成の主張については、いずれ

も認めることができないというべきである。 

２ 本件各処分の違法性について 

 前記１のとおり、本件株式はＡの相続財産には含まれないところ、本件相続税申告は

【判示(6)】 

【判示(7)】 

【判示(8)】 
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これを前提にされており、前記第２の１(8)イの事実及び弁論の全趣旨によれば、本件

相続税申告は適法なものであることが認められる。 

 したがって、本件各更正処分のうち、本件相続税申告における課税価格及び納付すべ

き税額を超える部分は違法であり、また、本件重加算税賦課決定処分及び本件各過少申

告加算税賦課決定処分も違法であるから、これらはいずれも取り消されるべきものであ

る。 

第４ 結論 

 よって、原告らの請求はいずれも理由があるからこれを認容することとし、訴訟費用の

負担につき、行政事件訴訟法７条、民訴法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 杉原 則彦 

   裁判官 品田 幸男 

   裁判官 島村 典男 
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（別紙） 

課税経過 

区分 申告 更正処分等 異議甲立て 異議決定 審査請求 裁決 

年月日 平成15年5月26日 平成17年5月12日 平成17年7月5日 平成17年9月27日 平成17年10月25日 平成18年7月7日

課税価格 236,482,000円 1,428,103,000円

納付すべき税額 52,428,800 538,834,600甲 

重加算税 － 170,240,000

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

課税価格 160,782,000 160,782,000

納付すべき説額 35,634,800 60,664,300乙 

過少申告加算税 － 2,502,000

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

課税価格 84,375,000 84,375,000

納付すべき税額 18,696,700 31,835,300丙 

過少申告加算税 － 1,313,000

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

課税価格 84,375,000 84,375,000

納付すべき税額 18,696,700 31,835,300丁 

過少申告加算税 － 1,313,000

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

課税価格 84,375,000 84,375,000

納付すべき税額 18,696,700 31,835,300戊 

過少申告加算税 － 1,313,000

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

課税価格 650,389,000 1,842,010,000

納付すべき税額 144,153,700 695,004,800

重加算税 － 170,240,000

合
計 

過少申告加算税 － 6,441,000
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（別表） 

本件株式の評価額の計算明細書 

 

１ Ｃ（評価会社）の１株当たりの資本金の額等の計算 

１株当たりの資本金の額を50円とした場合の発行済株式数 

（直前期末の資本金額5000万円÷50円） 
① 100万株 

 

２ Ｃ（評価会社）の比準要素等の金額の計算 

直前期末以前２年間の年平均配当金額 

事業年度 年配当金額 

左のうち非経常的な

配当金額を控除した

後の金額 

年平均配当金額 

②＋③／２ 

1株(50円)当たりの

年配当金額④／①

直前期 0円 ②     0円

配
当
金
額 

直前々期 0円 ③     0円
④     0円 Ⓑ     0円

 

直前期末以前２年間の利益金額 

事業年度 
(1)法人税の課税

所得金額 

(2)損金算入した繰越

欠損金の控除金額 

利益金額 

(1)＋(2) 

1株(50円)当たりの

年利益金額 

(⑤＋⑥)÷２／①

直前期 1,492,649千円 －

利
益
金
額 

直前々期 74,793千円 134,907千円

⑤1,492,649千円 

⑥ 209,700千円 
Ⓒ    851円

 

直前期末の純資産価額 

事業年度 (3)資本金額 (4)利益積立金額 
純資産価額 

(3)＋(4) 

1株(50円)当たりの

純資産価額 

⑦／① 

純
資
産
価
額 直前期 50,000千円 18,457,759千円 ⑦18,507,759千円 Ⓓ   18,507円
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本件株式の評価額の計算明細書 

 

３ 類似業種の１株当たりの比準価額 

 (1) 類似業種の株価 

類似業種と業種目番号 

遊園地遊技場そ

の他の娯楽施設

経営業 

(No.116) 

サービス業 

(No.113) 

課税時期の属する月 7月 ① 258円 443円

課税時期の属する月の前月 6月 ② 256円 464円

課税時期の属する月の前々月 5月 ③ 271円 475円

前年平均株価 ④ 250円 584円

類
似
業
種
の
株
価 

（①、②、③及び④のうち最も低いもの） 
Ａ 

250円 

Ａ’ 

443円

 

 (2) Ｃ（評価会社）と類似業種における株価及び比準要素等の比較表 

 
Ｃ 

(評価会社) 

類似業種 

(No.116) 

類似業種 

(No.113) 

株価 － Ａ     250円 Ａ’    443円

1株(50円)当たりの年配当金額 Ⓑ      0円 Ｂ     2.8円 Ｂ’    3.8円

1株(50円)当たりの年利益金額 Ⓒ     851円 Ｃ      7円 Ｃ’     35円

1株(50円)当たりの純資産価額 Ⓓ    18,507円 Ｄ     203円 Ｄ’    246円

額面金額 500円 50円 50円
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本件株式の評価額の計算明細書 

 

４ 類似業種比準価額の計算 

 １株当たりの比準価額＝Ａ（Ａ’）× 








Ⓑ

Ｂ（Ｂ’）
＋

Ⓒ

Ｃ（Ｃ’）
×３＋

Ⓓ

Ｄ（Ｄ’）

５
 ×０．７ 

Ａ（Ａ’）：類似業種の株価 

Ｂ（Ｂ’）：類似業種の１株当たりの年配当金額 

Ｃ（Ｃ’）：類似業種の１株当たりの年利益金額 

Ｄ（Ｄ’）：類似業種の１株当たりの純資産価額 

Ⓑ：評価会社の１株（５０円）当たりの年配当金額 

Ⓒ：評価会社の１株（５０円）当たりの年利益金額 

Ⓓ：評価会社の１株（５０円）当たりの純資産価額 

 

 

 １株当たりの比準価額 

   （類似業種No.116）
＝250× 









0

2.8
＋
851

7
×３＋

18,507

203

5
 ×0.7 

 ＝(a)15,954.7円 

 

 

 １株当たりの比準価額 

   （類似業種No.113）
＝443× 









0

3.8
＋
851

35
×３＋

18,507

246

5
 ×0.7 

 ＝(b)9,188.2円 

   １株当たりの比準価額（(a)(b)いずれか低い方） 

 比準価格  9,188.2円 ×  500円  ÷ 50円 ＝ 91,882円 

 

５ 本件株式の評価額 

    91,882円  ×  13,040株  ＝    1,198,141,280円    


